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の警戒レベルを導入した。そして 2019（令和元）年を迎え、きわめて強力な台風第 19 号が今度
は東日本を中心に襲来した。
本稿は、2018 年・2019 年と日本列島を連続して襲った二つの大水害を比較しながら、災害対












も、2012 年 7 月九州北部豪雨による洪水、2013
年 10 月台風第 26 号による伊豆大島土砂災害、
2014 年 8 月豪雨による広島市（阿佐北区・阿佐














しかしながら、2018 年 7 月に西日本を中心に
襲った集中豪雨（いわゆる平成 30 年 7 月豪雨
1）
、
そして 2019 年 10 月に東日本を中心に襲った台風











会議の下に「平成 30 年 7 月豪雨による水害・土
砂災害からの避難に関するワーキンググループ
（以下、「H30 避難 WG」）」を設置し、その報告書




















2018 年の経験・記憶が 2019 年にどう生かされた
のかという点からも、両者の比較は興味深い。
以下、第 2 節では、二つの水災害の概要・特徴
について比較・整理する。第 3 節では、過去 10
年ほどの災害対策基本法を中心とした法制度の変
遷、また避難対策がどのように見直されてきたの









2	 平成 30 年 7月豪雨と令和元年台風
第 19号の概要
まず初めに、本稿で検討対象とする二つの水災









2.1	平成 30 年 7月豪雨について
2018 年、6 月 28 日から北日本に停滞していた
前線が、7 月 4 日にかけて北海道付近まで北上
し、5 日に再び西日本まで南下し停滞した。その
一方で、6 月 29 日に発生した台風第 7 号も対馬
海峡を通過して 7 月 4 日に日本海で温帯低気圧に
なった。これによって、6 月 28 日から 7 月 8 日
にかけて、西日本を中心に異常に長時間の降雨が
続き、その間、線状降水帯が 15 個も発生した。
岐阜県・京都府など過去最多の 1 府 10 県で「大
雨特別警報」が発表され、多くの観測地点で
24、48、72 時間降水量の観測記録を更新した。












してその約 8 割は 70 歳以上であった。政府は、7
月 13 日に 11 府県 61 市等に災害救助法を、8 府
県に被災者生活再建支援法を適用した。






な防災情報が発表されていた。7 月 6 日の 11 時
30 分に避難準備・高齢者等避難開始が発令され、
22 時に真備地区全域に避難勧告が発令された。
23 時 45 分には真備地区（小田川南側）に避難指










表１　平成 30年 7月豪雨と令和元年台風第 19号の災害の比較
名称 平成 30年 7月豪雨 令和元年台風第 19号








大雨特別警報 7月 6日から8日にかけて 11府県で発表。 10月 12日から半日の間に 13 都県で発表。
人的被害 死者・行方不明者は 14 府県で 245 人、うち広島県で
120 人、岡山県で 69人、愛媛県で 31人。
死者・行方不明者は 13 都県で 89人、うち福島県で 42
人、宮城県で 19人、千葉県で 12人。
住家被害 32 道府県で全壊 6,767 棟、半壊 11,243 棟、床上浸水
7,173 棟、床下浸水 21,296 棟など。とくに被害の大き
かったのは広島県、岡山県、愛媛県、福岡県、京都府。
32 都道府県で、全壊・半壊・一部破損 67,985 棟、床上・
床下浸水 30,929 棟など。とくに被害の大きかったのは
福島県、宮城県、長野県、千葉県、栃木県。
河川関連被害 堤防決壊は、国管理河川で 2カ所、県管理河川で 35カ
所の計 37カ所発生。
土砂災害は、32道府県で 2,581 件発生。
堤防決壊は、国管理 6水系 7河川で 12カ所、県管理
20 水系 67 河川で 128 カ所の計 140 カ所発生。とくに
阿武隈川と信濃川水系の千曲川で大規模な浸水。
土砂災害は、20 都県で 952 件発生。
政府の対応 7月8日に平成30年 7月豪雨非常災害対策本部設置（11
月 30日まで）、7月 9日に平成 30 年 7月豪雨被災者生
活支援チームを設置。
12 月 14日に「防災・減災、国土強靭化のための 3か
年緊急対策」を閣議決定。
10月 13日に令和元年台風第 19 号非常災害対策本部を
設置（3月 31日まで）。
政府の対策 災害救助法が 11 府県の 110 市町村に適用。被災者生
活再建支援法が 12 府県 88 市町村に適用。7月 24日に
激甚災害指定の決定。
災害救助法が 14 都県の 390 市区町村に適用（過去最
大）。被災者生活再建支援法が宮城・福島・茨城・埼玉・
















し、その教訓を生かすために、H30 避難 WG を
設置し（2018 年 8 月 31 日）、その後の検討を踏
まえて、「避難勧告等に関するガイドライン」の









2019 年 10 月 6 日、マリアナ諸島東海上で発生
した台風は、12 日の 19 時前に伊豆半島南西部か
ら上陸し、その後、関東地方を縦断、福島県南東
部を通過して 13 日未明に宮城県沖の海上へと抜
けた。10 日から 13 日にかけて広範囲で大雨、暴
風、高波、高潮が発生し、総雨量が神奈川県箱根




地点、12 時間降水量では 120 地点、24 時間降水




多の 13 都県で同警報を発表した。平成 30 年 7 月
豪雨では 3 日間で 11 府県での発表であったが、
それを上回る速さと広範囲であった。また 10 月




方不明者 107 人、住家被害については全壊 3,308














「非常災害」に指定し、11 月 1 日に激甚災害に指
定する政令を公布・施行、12 月 4 日に激甚災害
指定の期間を延長した。
2.3	二つの水災害の比較

























被害（犠牲者数）という点では平成 30 年 7 月豪
雨を下回った。また首都圏を縦断したにもかかわ




















































































































































































先述したように平成 30（2018）年 7 月豪雨が
多数の犠牲者を生んだことから、中央防災会議・
防災対策実行会議の下に、H30 避難 WG が設置
された。この WG による 2019 年 3 月の報告書「平














































警戒レベル 5 命を守る最善の行動 災害の発生情報
市町村が発令警戒レベル 4 避難 避難勧告・避難指示（緊急）
警戒レベル 3 高齢者等は避難 避難準備・高齢者等避難開始
他の住民は避難準備
警戒レベル 2 避難行動の確認 注意報
気象庁が発表
警戒レベル 1 心構えを高める 警報級の可能性
出所：内閣府（2019b、2019c）をもとに作成。
54 研究紀要『災害復興研究』第 12号





























































1 名、全・半壊・一部破損の住家 253 棟、床上・
下浸水 501 棟の被害があり、県全体の避難所への
避難率は約 2％であったという。それに対して上































報が、7 月 6 日 11 時 30 分に真備地区を含む市北
西部で出された。その後、避難勧告が 19 時 30 分
に市内の山沿い、19 時 55 分に玉島方面隊本部消
防団、22 時に真備地区全域に出され、22 時 40 分
に気象庁から大雨特別警報が発表され、避難指示
が 23 時 45 分に真備地区小田川南側に、翌 7 日の





















































































回の豪雨では 10 月 12 日 5 時 40 分に放水路が開








10 月 12 日早朝から避難準備の情報が出され、午
前 9 時の時点で避難勧告が市内全域に発令され
た。対象は 91,624 世帯、195,039 人である。そし
て同日 23 時 35 分に避難勧告が解除された。ちな
みに気象庁からは、大雨 ･ 暴風警報が 12 日 0 時
18 分に、その後、洪水警報が 5 時 34 分に、高潮
警報が 7 時 10 分に相次いで発表されていた。12
日 8 時 55 分には静岡県と静岡地方気象台の共同
による土砂災害警戒情報が出され、沼津市も警戒




















の 19 地区では、21 時に避難者数がピークを迎え
て 126 人となり、その後も翌 13 日未明まで避難
者は避難所に留まっていた。このときの状況を新
聞は次のように報道している。「台風 19 号の大雨
で、沼津市大平では 12 日から 13 日にかけ大平江






2019 年 10 月 16 日、新聞記事を一部修正して引
用）。
表 3 の各地区（各避難所）の避難率を比較して


























57平成 30年 7月豪雨と令和元年台風第 19号の比較検証
	 表 3　沼津市における避難所ごとの避難率（令和元年台風第 19号時）
対象人数 対象世帯数 避難者数 避難世帯数 避難率（%） 避難世帯率（%）
1 7,164 3,788 61 26 0.85 0.69
2&3 4,755 1,844 124 74 2.61 4.01
4 17,698 6,810 524 214 2.96 3.14
5 2,738 1,061 34 17 1.24 1.60
6 4,938 1,915 43 24 0.87 1.25
7 4,937 1,915 291 169 5.89 8.83
8 22,878 8,875 102 55 0.45 0.62
9 13,398 5,197 34 17 0.25 0.33
10 8,644 3,354 19 11 0.22 0.33
11 12,579 4,881 91 44 0.72 0.90
12 5,570 2,161 153 65 2.75 3.01
13 12,189 4,728 198 82 1.62 1.73
14 3,027 1,174 78 25 2.58 2.13
15 9,043 2,925 61 31 0.67 1.06
16 6,672 2,157 17 6 0.25 0.28
17 9,051 3,510 156 79 1.72 2.25
18 6,405 2,484 56 31 0.87 1.25
19 3,797 1,183 126 56 3.32 4.73
20 5,610 2,080 138 64 2.46 3.08
21 1,160 441 57 31 4.91 7.03
22 1,149 373 120 41 10.44 10.99
23 1,140 470 43 17 3.77 3.62
24 6,188 2,400 58 28 0.94 1.17
25 8,250 3,200 46 24 0.56 0.75
26 3,620 1,405 24 13 0.66 0.93
27 3,285 1,274 21 12 0.64 0.94
28 2,757 1,116 241 159 8.74 14.25
計 19,3397 74,565 2,900 1,411 1.50/2.33 1.89/3.00




















































された H30 年避難 WG による報告書（2019）を
受けて、2019 年 3 月に避難勧告等に関するガイ
ドラインが改定された。令和元年台風第 19 号
は、その新しいガイドラインを用いての避難情報

































































































中央防災会議・防災対策実行会議・平成 30 年 7 月豪雨によ
る水害・土砂災害からの避難に関するワーキング
グループ，2019，「平成 30 年 7 月豪雨を踏まえた
水害・土砂災害からの避難のあり方について（報























7）	 本稿を執筆している校了段階で、平成 30 年 7 月豪雨
から 2 年が経ち、犠牲者を追悼する行事が各地で行われ
たとの報道がなされていた。新聞報道によると、その後
の災害関連死を含めると、14 府県で 296 人の犠牲者に
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A Comparative Study of July 2018 Heavy 
Rain and 2019 Typhoon No. 19: Disaster 
Conditions, Disaster Prevention Infor-
mation, and Evacuation Behavior
Junichi Nagamine and Yungnane Yang
Abstract:
In 2018, heavy rain hit western Japan in what is called the July 2018 Heavy Rain, 
leaving 245 dead or missing due to river flooding and landslides, the largest number 
of casualties of any disaster in the Heisei Era (1989–2019). It was a tragedy suffered 
despite the fact that various evacuation measures had been put in place during that 
period. Every time such disasters occur, we ask the simple question, “Why were they 
unable to evacuate?” Following the 2018 Heavy Rain, the government immediately 
took action to review the evacuation guidelines and then introduced new five alert 
levels for transmitting disaster information. And, in 2019, the major Typhoon No. 19 
struck eastern Japan.
This paper compares the flood damage from these major flood disasters that hit 
the Japanese archipelago in 2018 and 2019, respectively, examines the changes in 
the legal system and government policy mainly regarding the Basic Act on Disaster 
Management during this period, and reviews research about evacuation behavior 
during the July 2018 Heavy Rain. It also investigates the records of citizen’s evacuation 
in the city of Numazu, Shizuoka Prefecture at the time Typhoon No. 19 made landfall. 
The conclusion of the above discussion is that, despite the progress made in this 
period in early transmission and dissemination of disaster information, the prevailing 
problem that evacuation information does not necessarily lead to appropriate 
evacuation behavior has not yet been resolved. It was also suggested that evacuation 
behavior may be related to community size and the connections between people and 
that both the government and residents need to create a system and community 
development that will allow both to detect the disaster risks.
Keywords:
July 2018 Heavy Rain, 2019 Typhoon No. 19, disaster information, evacuation 
behavior, regional disaster-prevention capacity
